
意見案第５号

成人の軽度・中等度難聴者に対する補聴器購入支援等の充実を求める意見書

我が国では高齢化の進展に伴い、加齢性難聴をはじめとする難聴者の増加が見込まれ
ている。
難聴は、単に「聞こえにくい」という身体的な問題にとどまらず、家族や友人とのコ

ミュニケーションを困難にし、社会参加の機会の減少や社会的孤立、生活の質の低下に
つながることが指摘されている。また、近年では、難聴と認知機能の低下や認知症等と
の関連について国内外で研究が進められており、ＷＨＯ（世界保健機関）も難聴への早
期かつ適切な対応と、必要な聴覚ケアへの公平なアクセスを確保することの重要性を示
している。
こうした状況を受け、全国の市区町村では、成人の軽度・中等度難聴者や高齢者を対

象とした補聴器購入費助成制度を独自に設ける動きが広がっている。しかし、その実施
の有無や対象年齢、所得要件、助成額等は自治体ごとに異なり、居住する地域によって
受けられる支援に差が生じている。「聞こえ」への支援を、個人の経済力や自治体の財
政力だけに委ねるのではなく、国民の社会参加と健康を支える施策として位置づけ、全
国どこに住んでいても必要な支援を受けられる仕組みを構築する必要がある。
また、補聴器は、難聴の原因や程度を適切に診断した上で、個々の聴力や生活状況に

応じて適切な機器を選択・調整するとともに、装用後も継続的な支援を行うことが重要
である。このため、耳鼻咽喉科医、補聴器相談医、言語聴覚士、認定補聴器技能者等の
関連専門職が連携し、適切な聴覚支援を継続して提供できる体制の整備も併せて求めら
れる。
よって、国においては、「聞こえ」を生涯にわたる健康と社会参加を支える重要な基

盤として位置づけ、難聴者の社会参加を促進し、健康寿命の延伸及び生活の質の向上を
図るとともに、適切な聴覚支援を通じて将来的な医療・介護等の社会的負担の軽減につ
なげるため、次の措置を講ずるよう強く要望する。

記
１ 成人の軽度・中等度難聴者が、居住する地域や経済状況にかかわらず、必要に応じ
て補聴器を利用できるよう、補聴器購入費に対する全国的な公的支援制度を創設する
こと。

２ 全国的な制度が創設されるまでの間、市町村が実施する成人の軽度・中等度難聴者
に対する補聴器購入費助成事業について国が財政的に支援するとともに、対象者、助
成額等について著しい地域格差が生じないよう必要な措置を講ずること。

３ 補聴器購入費の支援に当たっては、耳鼻咽喉科医、補聴器相談医、言語聴覚士、認
定補聴器技能者等の専門職が連携し、難聴の早期発見及び適切な診断から、補聴器の
選択、調整、装用後の継続的なフォローアップまで、一貫した聴覚支援を受けられる
体制を整備すること。
以上、地方自治法第99条の規定により提出する。
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